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2 －2 ベンチ ャー企業の枠組み




（B 社） の1 年の経営活動 の流れを理解するために、中間財務諸表を利用することにしたい。 尚、
ここでとりあげ る実際の会社は、われわれの理論的 モデルの説明のための必要性から利用している
ので あって、会社そのものの評価をしているのではないことをお断りしておきたい。




この資料は前中間期、前期および当中間期 のデ ータが示 されている。われわれは、資産の部にお
ける実態 がここに行ってきたこの会社の投資結果が示 されている。 また負債の部お よび資本 の部に
おけ る実態はこの会社の資本調達結果が示されているといえる。 これらの説明はいずれも財務論の
視点からみたものであって会計学的視点からみたものではない。
この会社の投資については平成8 年n 月30 日現在156 億8 千万円か有価証券残高 とな って お り、
この投資が今後どのような投資形態になってい くかが、ベンチ ャー企業としての社会的責任を問わ
れることになろう（尚、B 社は、平成8 年(1996 年)7 月に、100 万株の公募増資 を発 行価 額1 株16,587
円で発行した）。 また、自己資本利益率が平成8 年11 月30 日現在、87.8 ％ であ り、 負債比 率
（L ／E ）（"ぱ13.9 ％とな っている。すなわち、この会社は自己資本による資本調達でまかなってい
ることがわかる。自己資本は原則として株主から提供 された資本であるところから、 リスク資本と
して考えて置く必要がある。われわれぱ、平成8 年5 月31 日現在で総資産利益率（RoA ）（9）が6.8 ％





実際の会社はすでに会社としての歴史を もってきており、すぐに会社が危 うい状態 になるわけでは
ないが、ベ ンチャー企業そ のものの本来 のあり方としては、会社が高いビジネス・リスクを負 って
経営していることにかわりはなく、 リスクを負って経営を追求することがベンチャ ー企業本来 の姿
であり、いわゆる経営原理 ともなってい るのである。
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資料2 －1 ：B 社中間貸借対照表
(単位：千円)
卜 言
前 中 間 期(
平成7 年11月30日現在)




(資 産 の 部)
流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
棚 卸 資 産
モ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
器 具 備 品
無 形 固 定 資 産
投 資 等
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
敷 金 保 証 金
そ の 他




















































前 中 間 期(
平成7 年11月3〔)日現在)




(負 債 の 部)
流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 税 等
未 払 消 費 税
未 払 費 用
そ の 他
固 定 資 産
退 職 給 与 引 当 金
役員退職慰労金引当金
そ の 他(
資 本 の 部)
資 本 金
法 定 準 備 金
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金
剰 余 金





































































負債及び資本合計 13,549,146 31,406,096 15,313,911




前 中 間 期
自 平成7 年6 月1 日
至 平成7 月11月30日
当 中 間 期
自 平成8 年6 月1 日
至 平成8 月11月30日
前 期
自 平成7 年6 月1 日













'営 業 収 益
売 上 高
営 業 費 用



















営 業 外 収 益
受 取 利 息
そ の 他 の 収 益
営 業 外 費 用
支 払 利 息
新 株 発 行 費
営 業 権 償 却


























特 別 損 失









法 人 税 及 び 住民 税
中 間( 当 期) 利 益


















前中間期 万 当中間期 前 期2.






























































































































































































「DIAMOND ハーバード、ビジネス7 月号」、ダイヤモンド社、第21巻第4 号、1996年7 月1 日。
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ベンチ ャー企業 の創造における 「資本調達論」の重要性は，コーポレート・ファイナンスの新しい研究課
題を提示している。(20)
実践経営学 の方法に よる「ベンチャー経営者論」が必要であると考えている。
〔付記 〕 本稿 は平 成8 年 度 東洋 大 学特 別 研 究に よる研究 成 果 の一 部で あ る。(1997
年2 月10 日受 理)
